
 

2026 年７月 19 日（日）実施 

税務グループ第２回考査 

試 験 問 題 
  

注意事項 
 

＜補習生カードを通路側に置いて、番号が確認できるようにしてください＞ 
 

1 試験開始の合図により、試験を始めてください。それまでこの冊子を開くことを厳禁とします。 

2 この冊子の最後の頁には、「以上」の記載があります。試験開始の合図の後、まず頁を調べて、

印刷不鮮明、落丁等があれば黙って手を挙げ、試験監督者に申し出てください。 

3 答案は、配付した答案用紙の解答欄に作成してください。答案作成には、黒インクのボールペ

ン又は万年筆のいずれかを使用してください。また、楷書で丁寧に記入し、数字については 3 桁

ごとにカンマを打って解答してください。こするとインクが消えるボールペンは使用不可とし

ます。黒のボールペン又は黒の万年筆以外で解答した答案は試験を無効とし、採点しません。 

4 所属補習所、補習生カード番号、氏名について、各解答用紙の記入欄に漏れのないよう確実に

全て記入してください。未記入項目がある場合は、その解答用紙を採点しない場合があります。 

5 答案用紙は、白紙の場合も必ず提出してください。 

6 問題に関する質問には一切応じません。 

7 試験時間は２時間です。試験開始 60 分後から試験終了 10 分前までの間は、途中退室を認めま

す。途中退室する場合は、必ず答案用紙を番号順に揃え、裏返して自分の座席の机上に置き、静

かに退室してください。問題用紙は持ち帰ることができます。 

8 試験会場で使用が認められるものは、次のとおりです。 

筆記用具（ペンケースから取り出すこと）、定規、修正液（修正テープ）、電卓（規定のもの）及び

腕時計又は懐中時計。スマートウォッチ（試験監督者がスマートウォッチかどうか判断しづらい

腕時計を含む）、ストップウォッチ、キッチンタイマー、置時計は使用できません。 

腕時計又は懐中時計は机上に置いて使用してください。また、使用が認められているもの以外は

カバン等にしまい、荷物は全て足元に置いてください。試験開始後は、カバン等から荷物を取り

出すことはできません。これらに反した場合は、試験監督者の判断で不正行為とみなし、試験無

効とします。 

 9 携帯電話やスマートフォン、タブレット、スマートウォッチ等の通信機器は、電源を切ったう

えでカバン等にしまってください。 

10 水分補給のため、外装フィルムを剥がしたふた付きペットボトル 700ml 以下のもの 1 本に限り

試験中に机上に置くことができます。 

11 試験中、やむを得ない事情で席を離れる場合は、挙手のうえ試験監督者の指示に従ってください。 

12 試験終了の合図とともに直ちに筆記用具を置き、速やかに答案用紙を番号順に揃え、裏返して

自分の座席の机上に置いてください。 

13 不正を行った者には直ちに退場を命じ、その回の試験は無効とします。 

14 無効となった場合は、問題用紙・答案用紙の持ち帰りはできません。 
 
 
（答案用紙の氏名等記載例・マークシート記入例） 
※1：所属補習所・支所は自身が所属する[東京・東海・近畿・九州・札幌・仙台・長野・新潟・静岡・金沢・

広島・高松]のいずれかを記載すること 

※2：補習生カード番号を記載し、丁寧にマークすること。また、誤ってマークした場合は、修正液(修正テー

プ)で綺麗に消すこと 

  
実務補習協議会 
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※問題１～問題３で登場する企業や個人は、各問題のみで使用されるものであり、互いに関連し

ないので注意すること。 

 

問題１ 法人税法(各論・総合演習)【配点 60点】 

理論問題(合計 20点) 

問１ 法人税法第 22条及び第 22条の 2に関する次の①～⑤の記述のうち、正しいものには〇を、

誤っているものには×を解答用紙に記入しなさい。 

 

① 法人税法第 22条第 2項の収益の額は、法人が自ら行う残余財産の分配からも生じる。 

② 法人税法第 22条第 2項の取引に係る収益の額は、私法上適法なものから生じるのであり、

違法なものからは生じない。 

③ 法人税法第 22条第 2項における別段の定めに当たる規定は、例えば、受取配当等の益金

不算入（同法第 23条ないし第 24条）である。 

④ 法人税法第 22 条の 2 が立法された理由の１つは、「収益認識に関する会計基準」に従っ

た収益の額の計算のうち、法人税の所得の金額の計算として認めるべきでない部分を明

示する必要が生じたところにある。 

⑤ 法人税法第 22条の 2第 1項は、資産の販売若しくは譲渡又は役務の提供に係る収益の額

の益金算入時期を、別段の定めがあるものを除き、資産の販売等に係る目的物の引渡し又

は役務の提供の日の属する事業年度であると定めている。この規定は、法人税法の伝統的

な考え方である権利確定主義と整合的である。 

 

問２ 次の【事案】において、Ｑ株式会社（内国法人、３月決算。以下「Ｑ社」という。）が支払

った甲の社宅の家賃相当額 600万円は、Ｑ社の令和８年３月 31日終了事業年度の法人税の所

得の計算上、どのように取り扱われるか、解答用紙の所定の欄に理由と共に記入しなさい。

なお、【事案】において明らかにされている事実以外を考慮する必要はない。 

  

【事案】 

Ｑ社は、令和７年 12月１日、Ｑ社の代表取締役である甲とその配偶者の居住の用に供する

ため、社宅として東京都港区にあるタワーマンションの一室（以下「本件社宅」という。）を

賃借し、同月から毎月 150 万円の賃料をその貸主に支払っている。甲は、同日から本件社宅

に居住しているが、その賃料について一切の負担をせず、月額 150 万円の賃料は、Ｑ社が全

額を負担している。 

Ｑ社は、令和８年３月 31日終了事業年度の決算上、毎月支払っている 150万円を、支払い

の都度、支払家賃として費用計上しており、本件社宅に関連して同事業年度の損益計算書上

に計上した支払家賃の金額は 600万円（150万円／月×４か月）である。 

なお、本件社宅はＱ社の本店所在地にあるオフィスから徒歩で 10分の場所にあるが、甲が

Ｑ社のオフィスから徒歩圏内の場所に居住しなければならないといえるような職務の遂行上

のやむを得ない必要があるとは認められないし、本件社宅の賃借の前後で甲の勤務の状況に

は変化がない。 
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計算問題(合計 40点)  

Ａ株式会社(以下「当社」という。)の令和７年４月１日から令和８年３月 31日まで(以下「当期」

という。)の事業年度に関する以下の(１)～(３)に答えなさい。なお、解答に当たっては、［解答

上の留意事項］に従うものとする。 

 

（１）当社の所得金額の計算について、解答用紙の[所得の金額の計算に関する明細書（別表四・

抜粋）］に指示に従い答えなさい。 

 

（２）当社の法人税額の計算について、解答用紙の［確定納付税額の計算（別表一・抜粋）］の指

示に従い答えなさい。 

 

（３）当社の利益積立金額及び資本金等の額の計算について、解答用紙の[利益積立金額及び資本

金等の額の計算に関する明細書（別表五（一）・抜粋）]の指示に従い答えなさい。 

 

［解答上の留意事項］ 

１．問題文に指示がある場合を除き、当社の当期に納付すべき税額が最も少なくなる方法を用

いて計算すること。 

２．特別の指示がない限り、計算過程で生じる１円未満の端数は切り捨てて計算すること。 

３．以下の[資料]に示されている金額は全て消費税及び地方消費税の額を含まない金額である。 

４．当期の確定申告に当たって必要となる明細の記載及び証明書の添付その他の手続きは、い

ずれも適法に行われているものとする。 

５．問題用紙及び解答用紙中、「＊＊＊」と記載されている箇所は、金額は不明あるいは解答不

要なものとする。 

６．問題文中、源泉所得税及び復興特別所得税は「源泉所得税等」と省略している。 

７．問題文に記載されている事項以外は考慮しないこと。 

 

［資料１］当社の概要、会計及び税務処理に関する事項 

１．納税地：本店所在地の東京都千代田区 

２．事業内容：製造業 

３．非同族会社及び非上場会社の内国法人である。 

４．設立以来継続して青色申告書を提出している。 

５．申告期限については 1か月延長の特例を受けている。 

６．減価償却資産の償却方法として選定し届け出た方法は、車両運搬具のみの定額法である。 

７．グループ通算制度を適用していない。 

８．消費税等については税抜経理方式を採用している。 

９．毎期、当期末未納税額と未払法人税等を一致させる方針を採用している。 

10．利子配当等の総額を受取利息配当金として収益計上し、源泉所得税等は法人税、住民税及

び事業税で処理している。  
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［資料２］計算書類(一部抜粋) 

１．損益計算書(一部抜粋) 

 

 

２．株主資本等変動計算書 

 

   

 

［資料３］税金等の納付及び経理処理の状況 

 １．未払法人税等の総勘定元帳(△：貸方残高) 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：円)

税引前当期純利益 172,753,920

法人税、住民税及び事業税 36,053,360

法人税等調整額 21,000,000

当期純利益 115,700,560

(単位：円) 

別途積立金
繰越利益
剰余金

期首残高 500,000,000 25,000,000 100,000,000 800,000,000 925,000,000 1,425,000,000

当期変動額

　剰余金の配当 1,300,000 △ 14,300,000 △ 13,000,000 △ 13,000,000

　当期純利益 115,700,560 115,700,560 115,700,560

当期変動額合計 1,300,000 101,400,560 102,700,560 102,700,560

期末残高 500,000,000 26,300,000 100,000,000 901,400,560 1,027,700,560 1,527,700,560

資本金 合計
利益準備金

利益剰余金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

(単位：円)

日付 摘要 借方 貸方 残高

4月1日 前期繰越 △ 18,779,800

5月31日 法人税確定納付 9,620,300

5月31日 地方法人税確定納付 990,800

5月31日 住民税(法人税割)確定納付 1,000,400

5月31日 住民税(均等割)確定納付 265,000

5月31日 事業税(所得割)確定納付 978,600

5月31日 事業税(付加価値割)確定納付 2,456,100

5月31日 事業税(資本割)確定納付 1,312,500

5月31日 特別法人事業税確定納付 2,156,100

3月31日 法人税、住民税及び事業税の期末未払計上 25,962,400 △ 25,962,400
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２．法人税、住民税及び事業税の内訳 

 

    (注)[資料５]に記載されている配当及び預金の利子に係る源泉所得税等である。 

 

３．租税公課の内訳(一部抜粋) 

 

 

［資料４］剰余金の配当に関する事項 

１．令和７年３月 31 日を基準日とするもの 

  ・配当金の総額：13,000,000円（配当原資は利益剰余金） 

  ・当該配当金に係る利益準備金の積立額：1,300,000円 

２．令和８年３月 31 日を基準日とするもの 

  ・配当金の総額：15,000,000円（配当原資は利益剰余金） 

  ・当該配当金に係る利益準備金の積立額：1,500,000円 

 

［資料５］配当及び受取利息に係る事項                      

 

（注１）Ｂ株式は内国法人Ｂ社が発行する株式であり、当社はＢ社株式を数年前に取得したもの

で、その保有割合は 100％である。 

(単位：円)

法人税中間納付 9,160,100

地方法人税中間納付 943,400

住民税(法人税割)中間納付 952,600

住民税(均等割)中間納付 265,000

事業税(所得割)中間納付 931,800

特別法人事業税中間納付 2,053,000

法人税、住民税及び事業税の確定納付額の見積計上 21,584,100

源泉所得税等(注) 163,360

合計 36,053,360

(単位：円)

事業税(付加価値割)中間納付 2,362,000

事業税(資本割)中間納付 1,312,500

源泉所得税等に係る不納付加算税 20,000

申告期限延長に係る利子税 15,000

法人税、住民税及び事業税の確定納付額の見積計上 4,378,300

(単位：円) 

銘柄 区分
上場・

非上場の別
配当及び
利息の額

源泉所得税
等の金額

備考

Ｂ 株 式 剰余金の配当 非上場 600,000 - (注１、４)
Ｃ 株 式 剰余金の配当 非上場 200,000 40,840 (注２、４)
Ｄ 株 式 剰余金の配当 非上場 1,000,000 - (注３、４)
銀行預金 預 金 利 息 － 800,000 122,520 －
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（注２）Ｃ株式は内国法人Ｃ社が発行する株式であり、当社はＣ社株式を数年前に取得したもの

で、その保有割合は８％である。 

（注３）Ｄ株式は内国法人Ｄ社が発行する株式であり、当社はＤ社株式を数年前に取得したもの

で、その保有割合は 40％である。 

（注４）Ｂ株式、Ｃ株式、Ｄ株式の配当に係る計算期間の初日から末日まで継続して（注１）～

（注３）記載の割合の株式を保有している。また、当期に費用計上した利子・割引料は

500,000円であり、その内訳は次のとおりである。 

    ①借入金利子  300,000円    

    ②売上割引料  150,000円 

    ③社債利子    50,000円 

  

［資料６］役員及び従業員の給与に係る事項                  

 

（注１）役員分は株主総会での適法な決議に基づき決定されており、不相当に高額なものはな

い。また、所轄の税務署長には役員給与に関する届出書は何ら提出していない。 

（注２）役員分の報酬は、Ｆ氏を除き令和７年４月から令和８年３月まで(Ｅ氏は令和７年４月か

ら令和７年９月まで) 毎月同額を支給したものである。 

（注３）上表のほか、Ｅ氏は当期の９月末に死亡しており退職金の支払いがなされているが、税

務上相当と認められる金額を支給している。 

（注４）当期の 11月１日に開催された臨時株主総会において、Ｅ氏の死亡により専務取締役であ

ったＦ氏を代表取締役社長に昇格させたことによる増額改定の決議を行っている。 

    Ｆ氏の報酬の内訳： ４月～10月 ＠1,200,000円／月 

            ： 11月～３月 ＠1,800,000円／月 

（注５）役員分賞与については、前期末に役員賞与引当金として費用計上しており、令和７年６

月の定時株主総会での承認後、引当額と同額を支給したものである。 

（注６）従業員賞与の支給に備えるため、賞与引当金を計上しており、前期末の賞与引当金残高

は 20,000,000円、当期末の賞与引当金残高は 21,000,000円である。なお、賞与に係る

社会保険料等については考慮しない。 

 

 

 

(単位：円) 

月額報酬 賞与 給与 賞与

Ｅ氏 前代表取締役社長 12,000,000 5,000,000 － －

Ｆ氏 代 表 取 締 役 社 長 17,400,000 9,000,000 － －

Ｇ氏 常 務 取 締 役 12,000,000 3,000,000 － －

Ｈ氏 取 締 役 営 業 部 長 4,200,000 1,000,000 6,000,000 2,400,000

Ｉ氏 監 査 役 6,000,000 － － －

－ そ の 他 の 従 業 員 － － 170,000,000 40,000,000

合 計 51,600,000 18,000,000 176,000,000 42,400,000

役員分 従業員分

当期に支給した金額

役職名氏名
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［資料７］交際費等に関する事項 

 当期において損金経理により交際費勘定に計上した金額は次のとおりである。 

 ①得意先に対する中元、歳暮の贈答費用             1,000,000円 

 ②得意先の代表取締役社長逝去に伴う香典、花輪代        80,000円 

 ③得意先への見本品供与で通常要する費用               300,000円 

 ④得意先を料亭で接待した飲食費の額（参加者 10人分の合計額）    300,000円 

 ⑤仕入先を料亭で接待した飲食費の額（参加者 25人分の合計額）    200,000円 

 ⑥その他租税特別措置法第 61条の４第６項に該当する交際費の額(飲食費に該当するものは含ま

れていない)                        2,926,000円 

 

［資料８］貸倒損失に関する事項 

Ｊ社に対する当期末貸付金残高は 4,000,000円であるが、3,000,000円は同社の資産状態、支払

能力からみて回収できないことが明らかであるので、3,000,000 円を当期に貸倒損失として費

用処理している。 

 

［資料９］固定資産の減価償却に関する事項 

 

（注１）建物Ｈは当期の令和７年 12月 15日に取得したものであり、購入手数料 1,500,000円、

不動産取得税 1,700,000円を当期の費用に計上している。 

（注２）車両運搬具Ｉは、当社以外で４年間使用されたものを当期の令和７年 11月 25日に取得

した中古資産で、事業の用に供するにあたり 200,000円の資本的支出(改良費として当期

の費用として計上)をした上で、事業の用に供している。なお、中古資産に係る残存使用

可能期間を見積もることは困難である。 

（注３）耐用年数に応ずる償却率は次のとおりである。 

 

 

［資料 10］欠損金に関する事項 

 

(単位：円) 
種類

及び名称
事業供用日 法定耐用年数 取得価額

損金経理された
当期償却費

建 物 Ｈ 令和8年1月8日 22年 50,000,000 400,000

車両運搬 具Ｉ 令和8年1月10日 5年 800,000 160,000

償却率 改定償却率 保証率
2 0.500 1.000 － －
3 0.334 0.667 1.000 0.11089
4 0.250 0.500 1.000 0.12499
5 0.200 0.400 0.500 0.10800
22 0.046 0.091 0.100 0.03182

耐用
年数

定額法
償却率

定率法

(単位：円) 

発生事業年度 控除未済青色欠損金額

平成31年４月１日～令和２年３月３１日 6,032,550

令和２年４月１日～令和３年３月３１日 60,000,000

令和３年４月１日～令和４年３月３１日 40,000,000
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問題２ 法人税法（組織再編税制）【その１】【その２】【配点 20点】 

※各問で登場する企業や個人は、各問のみで使用されるものであり、互いに関連しないので注意

すること。 

 

問１ 以下の文章の内容に沿って、【①／②又は①／②／③】の中から適切な記述を選び、解答欄

に番号（①・②等）を記入しなさい。なお、正答は一つだけとは限らない。また、下記文中に

特段の記載のない限り、法人は株式会社（内国法人）、個人は日本の居住者であることを前提

とする。 

 

（１） 

［適格要件－対価］ 

Ｐ法人はＡ法人の発行済株式の全部を保有しており、また全部の保有の継続が見込

まれている。Ａ法人はＢ法人を吸収合併し、合併の対価としてＢ法人の旧株主に【①

Ａ法人株式のみ／②Ｐ法人株式のみ／③Ａ法人株式とＰ法人株式の双方】を交付した。 

当該合併は、法人税法上の適格合併に該当するものである。 

（２） 

［完全支配関係内再編］ 

Ｐ法人はＡ法人及びＢ法人の発行済株式の全部を保有していた。Ａ法人がＢ法人を

吸収合併したが、合併後においてＰ法人とＡ法人の完全支配関係の継続が見込まれる

ことから、当該合併は、法人税法上の適格合併に該当するものである。 

なお、完全支配関係の継続見込みは、【①当該合併に係る被合併法人の申告期限／②

当該合併に係る合併法人の申告期限／③合併期日】における蓋然性により判定するも

のである。 

（３） 

［完全支配関係内再編］ 

甲（個人）はＡ法人の発行済株式の全部を保有していた。Ａ法人は金具製造業と不

動産賃貸業を行っていたが、分割型分割（単独新設）を行い、Ｂ法人に金具製造業を

承継させた。甲は当初より分割後にＡ法人の株式の全部を第三者に譲渡する予定であ

り、実際に譲渡は実行された。また、甲はＢ法人の株式については全部を継続保有す

ることが見込まれている。 

当該分割は、完全支配関係内再編として法人税法上の適格分割に該当するか否かの

要件判定を【①行うこととなる／②行うものではない】。 

（４） 

［支配関係内再編／共同事業再編］ 

Ａ法人とＢ法人は、それぞれが営んでいる食料品製造事業をＣ法人に分割により承

継させた。Ｃ法人への分割はＡ法人とＢ法人の共同での新設分社型分割により行われ

ており、Ｃ法人が分割により発行した株式数の 60％をＡ法人が取得し、40％をＢ法人

が取得した。なお、Ａ法人とＢ法人には資本関係・株式保有関係はない。 

Ｂ法人における分割が法人税法上の適格分割に該当するか否かの要件判定は、【①支

配関係内再編／②共同事業による再編】として行うこととなる。 
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（５） 

［共同事業再編］ 

Ａ法人がＢ法人を吸収合併するが、Ａ法人とＢ法人には資本関係・株式保有関係は

ないため、法人税法上の適格合併に該当するか否かの要件判定は、共同事業による再

編として行うことになる。適格合併と判定されるためには、いわゆるａ：対価要件、

ｂ：事業関連性要件、ｃ：事業同等規模要件、ｄ：特定役員引継要件、ｅ：従業者継続

要件、f：事業継続要件、g：株式継続保有要件の充足が要件とされることになるが、

このうち【①ａとｇ／②ｃとｄ／③ｅとｆ】はいずれか一方を充足すればよい。 

 

問２ 以下の組織再編の法人税法上の税務処理について答えなさい。 

（１） 

◼ Ａ法人（合併法人）はＢ法人（被合併法人）を吸収合併し、当該合併は税務上適格合併に該

当する。 

◼ Ｂ法人の合併直前における税務貸借対照表（合併に係る課税計算前）は次のとおりである。 

Ｂ法人の税務貸借対照表          （単位：千円） 

資産 100,000 負債 40,000 

資産の個別時価合計 80,000 資本金等 10,000 

  利益積立金 50,000 

◼ 合併前にＡ法人はＢ法人の発行済株式の全部を保有しており、その帳簿価額は 30,000千円で

ある。 

◼ 合併対価の交付はない。 

① Ａ法人の合併に伴う税務処理において、増加又は減少する資本金等の額を答えなさい。なお、

減少する場合は負数［例：1,000減少する場合は-1,000］で示すこと（以下同様）。 

② Ａ法人の合併に伴う税務処理について、増加又は減少する利益積立金の額を答えなさい。 

 

（２） 

◼ Ａ法人（合併法人）はＢ法人（被合併法人）を吸収合併し、当該合併は税務上非適格合併に

該当する。 

◼ Ｂ法人の合併直前における税務貸借対照表（合併に係る課税計算前）は次のとおりである。 

Ｂ法人の税務貸借対照表          （単位：千円） 

資産 100,000 負債 40,000 

資産の個別時価合計 80,000 資本金等 10,000 

  利益積立金 50,000 

◼ Ａ法人は合併の対価として新株（時価 67,000 千円）を発行し、Ｂ法人の株主に交付した。 

◼ Ｂ法人の株主はＣ法人（単独株主）であり、Ｂ法人株式の帳簿価額は 12,000千円である。な

お、Ｃ法人はＡ法人株式を保有していない。 

◼ 非適格合併による資産等の譲渡益に係る法人税等は 30％とする。 

① Ａ法人の合併に伴う税務処理において、計上される資産調整勘定又は負債調整勘定の額を答

えなさい。なお、負債調整勘定の場合は負数で示すこと。 

② Ａ法人の合併に伴う税務処理において、増加又は減少する資本金等の額を答えなさい。 

③ Ｃ法人において合併により生ずる受取配当金の額を答えなさい。 

④ Ｃ法人において合併により生ずる株式譲渡損益の額を答えなさい。 
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（３） 

◼ Ａ法人（分割法人）はＢ法人（分割承継法人）に α 事業（事業に係る資産及び負債の全部）

を吸収分社型分割により移転した。 

◼ Ａ法人の分割直前における税務貸借対照表、α事業に係る資産及び負債は次のとおりであり、

その全部をＢ法人は承継した。 

Ａ法人の税務貸借対照表           （単位：千円） 

資産 500,000 負債 250,000 

内、α事業資産の簿価 200,000 内、α事業負債 150,000 

α 事業資産の個別時価合計 210,000 資本金等 10,000 

    利益積立金 240,000 

◼ Ｂ法人は分割の対価として新株（時価 100,000 千円）を発行し、Ａ法人に交付した。 

① 当該分割が適格分割である場合、Ｂ法人において分割により増加する利益積立金の額を答え

なさい。 

② 当該分割が非適格分割である場合、Ｂ法人において計上される資産調整勘定の額を答えなさ

い。 

 

（４） 

◼ Ａ法人とＢ法人は、Ａ法人を株式交換完全親法人とする株式交換を行った。 

◼ Ｂ法人（株式交換完全子法人）の株式交換直前における税務貸借対照表は次のとおりである。 

Ｂ法人の税務貸借対照表           （単位：千円） 

資産 500,000 負債 250,000 

内、時価評価対象資産の簿価 300,000 資本金等 10,000 

同上の時価 1,000,000 利益積立金 240,000 

◼ Ａ法人はＢ法人の発行済株式の 40％を保有しており、その簿価は 100,000千円である。 

◼ Ｂ法人の株主（Ａ法人を除く）は、甲（個人）であり、Ｂ法人株式の取得価額（簿価）は 6,000

千円である。 

◼ Ａ法人は株式交換の対価として新株（時価 600,000 千円）を発行し、甲（個人）に交付した。 

① 当該株式交換が非適格株式交換である場合、Ａ法人が交換により取得するＢ法人株式の取得

価額を答えなさい。 

② 当該株式交換が非適格株式交換である場合、甲（個人）が株式交換により取得したＡ法人株

式の取得価額を答えなさい。 

③ 当該株式交換が非適格株式交換である場合、Ｂ法人において計上される資産調整勘定又は負

債調整勘定の額を答えなさい。なお、負債調整勘定の場合は負数で示すこと。 
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問３ 以下の設問に答えなさい。なお、図表中の金額数値の単位は全て千円である。 

（１） 

以下の場合において、合併事業年度において損金算入できる繰越欠損金の額を答えなさい。 

 
 

（２） 

以下の場合において、合併事業年度において損金算入できる繰越欠損金の額を答えなさい。 

 
 

（３） 

以下の場合において、特例計算適用の下で、合併事業年度において損金算入できる繰越欠損金の

額を答えなさい。 

 
 

合併法人
事業年度

株式買収により支配関係が発生（以後継続） 吸収合併

被合併法人 事業年度(4)
事業年度 欠損金△3,000

繰越欠損金残高△263,000
（その他の前提）

・ 吸収合併は完全支配関係内の適格合併であり、「みなし共同事業要件」は充足していない。
・ 事業年度(2)～(4)で生じた欠損金は、全て通常の営業損失によるものである。
・ 合併事業年度の繰越欠損金控除前の所得金額は300,000である。
・ 合併法人及び被合併法人は、設立以来継続して、青色申告書である確定申告書を申告期限内に提出している。
・ 合併法人は法人税法上は中小法人等に該当する。

欠損金△200,000 欠損金△50,000 欠損金△10,000

事業年度① 事業年度② 事業年度③ 合併事業年度
欠損金△100,000 欠損金の当期控除額30,000 欠損金の当期控除額50,000

繰越欠損金額残高△70,000 繰越欠損金額残高△20,000

事業年度(1) 事業年度(2) 事業年度(3)

合併法人
事業年度

株式買収により支配関係が発生（以後継続） 吸収合併

被合併法人 事業年度(4)
事業年度 欠損金△10,000

繰越欠損金残高△160,000
（その他の前提）

・ 吸収合併は完全支配関係内の適格合併であり、「みなし共同事業要件」は充足していない。
・ 事業年度(2)で生じた欠損金のうち、△100,000は特定資産譲渡等損失相当額からなる金額である。
・ 合併事業年度の繰越欠損金控除前の所得金額は200,000である。
・ 合併法人及び被合併法人は、設立以来継続して、青色申告書である確定申告書を申告期限内に提出している。
・ 合併法人は法人税法上は中小法人等に該当する。

所得金額120,000
事業年度① 事業年度② 事業年度③ 合併事業年度

所得金額100,000 所得金額80,000

事業年度(1) 事業年度(2) 事業年度(3)
欠損金△50,000 欠損金△120,000 欠損金の当期控除額20,000

繰越欠損金額残高△150,000

合併法人
事業年度

株式買収により支配関係が発生（以後継続） 吸収合併

被合併法人 事業年度(4)
事業年度 欠損金△10,000

繰越欠損金残高△160,000
（その他の前提）

・ 吸収合併は完全支配関係内の適格合併であり、「みなし共同事業要件」は充足していない。
・ 事業年度(2)で生じた欠損金のうち、△100,000は特定資産譲渡等損失相当額からなる金額である。
・ 合併事業年度の繰越欠損金控除前の所得金額は200,000である。
・ (※）の時点において被合併法人の時価純資産超過額（会社全体の含み益）は20,000であった。
・ 合併法人及び被合併法人は、設立以来継続して、青色申告書である確定申告書を申告期限内に提出している。
・ 合併法人は法人税法上は中小法人等に該当する。

事業年度① 事業年度② 事業年度③ 合併事業年度
所得金額100,000 所得金額80,000 所得金額120,000

(※）
事業年度(1) 事業年度(2) 事業年度(3)

欠損金△50,000 欠損金△120,000 欠損金の当期控除額20,000

繰越欠損金額残高△150,000
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（４） 

以下の場合において、特例計算適用の下で、合併事業年度において損金算入できる繰越欠損金の

額を答えなさい。 

 
 

 

 

合併法人
事業年度

株式買収により支配関係が発生（以後継続） 吸収合併

被合併法人 事業年度(4)
事業年度 欠損金△15,000

繰越欠損金残高△145,000
（その他の前提）

・ 吸収合併は完全支配関係内の適格合併であり、「みなし共同事業要件」は充足していない。
・ 事業年度(2)で生じた欠損金のうち、△100,000は特定資産譲渡等損失相当額からなる金額である。
・ 合併事業年度の繰越欠損金控除前の所得金額は200,000である。
・ (※1）の時点において合併法人の時価純資産超過額（会社全体の含み益）は30,000であった。
・ (※2）の時点において被合併法人の簿価純資産超過額（会社全体の含み損）は50,000であった。
・ 合併法人及び被合併法人は、設立以来継続して、青色申告書である確定申告書を申告期限内に提出している。
・ 合併法人は法人税法上は中小法人等に該当する。

(※2）

(※1）
事業年度① 事業年度② 事業年度③ 合併事業年度

欠損金額△100,000 欠損金の当期控除額20,000 欠損金の当期控除額30,000

繰越欠損金額残高△80,000 繰越欠損金額残高△50,000

繰越欠損金額残高△130,000

事業年度(1) 事業年度(2) 事業年度(3)
欠損金△20,000 欠損金△120,000 欠損金の当期控除額10,000



 

12 

 

問題３ 法人税法（グループ法人税制・グループ通算制度）【配点 20点】 

問１ 次の（１）～（５）における①～④の記述のうちひとつに誤りの内容が含まれている。誤

っている内容が含まれているものを選択し、誤っている内容について、解答用紙に正しい内

容を記載しなさい。なお、以下の記述中の会社は、特に指示がない場合は３月末決算の内国

法人である株式会社である。 

 

（１）次の①～④は、繰越欠損金の控除の取扱いについての説明である。なお、グループ通算制

度は採用していない。 

  ① 個人Ｘ及びＸの子であるＹが合わせてＡ社（資本金 600,000千円）の発行済株式の全部を

所有している。Ａ社は、Ｂ社（資本金 20,000千円）、Ｃ社（資本金 30,000千円）及びＤ社

（資本金 10,000 千円）の発行済株式の全部を所有している。Ａ社、Ｂ社、Ｃ社及びＤ社の

全社とも繰越欠損金の 50％の控除制限がある。 

  ② Ａ社（資本金 5,000,000千円）は上場会社であり、多数の株主に所有されている。Ａ社は、

Ｂ社（資本金 20,000 千円）、Ｃ社（資本金 30,000 千円）及びＤ社（資本金 10,000 千円）

の発行済株式の全部を所有している。Ａ社、Ｂ社、Ｃ社及びＤ社の全社とも繰越欠損金の

50％の控除制限がある。 

  ③ 個人Ｘ及びＸの子であるＹが合わせてＡ社（資本金 50,000千円）の発行済株式の全部を

所有している。Ａ社はＢ社（資本金 600,000 千円）及びＣ社（資本金 800,000 千円）の発

行済株式の全部を所有している。また、Ｄ社（資本金 25,000千円）の発行済株式のうち 80％

をＢ社が、20％をＣ社が所有している。Ｄ社には繰越欠損金の 50％の控除制限がある。 

  ④ Ａ社（資本金 5,000,000千円）は上場会社であり、多数の株主に所有されている。Ｂ社（資

本金 8,000,000 千円）も上場会社であり、多数の株主に所有されている。Ａ社とＢ社の間

には資本関係はない。Ｃ社（資本金 30,000 千円）は発行済株式のうち 70％をＡ社が保有

し、30％をＢ社が保有している。Ａ社、Ｂ社及びＣ社とも繰越欠損金の 50％の控除制限が

ある。 

 

（２）Ａ社は、Ｂ社、Ｃ社及びＤ社の発行済株式の全部を所有している。Ｂ社は当期に所有する

甲土地（税務上の帳簿価額 50,000 千円、適正な時価 80,000 千円）及び乙土地（税務上の帳

簿価額 8,000千円、適正な時価 12,000千円）をＣ社に適正な時価で譲渡した。 

   ① 乙土地は譲渡損益調整資産に該当しない。 

    ② 翌事業年度においてＡ社がＢ社株式を資本関係のないＥ社に譲渡した場合、Ｂ社において

繰延べられていた譲渡損益調整資産に係る譲渡利益は益金算入される。 

  ③ 翌事業年度においてＣ社が甲土地を適正な時価 90,000千円でＤ社に譲渡した場合、完全

支配関係間での譲渡であるため、Ｂ社において繰延べられていた譲渡損益調整資産に係る

譲渡利益は益金算入されない。 

  ④ 翌事業年度においてＡ社を合併法人、Ｂ社を被合併法人とする適格合併が行われた場合、

Ｂ社において繰延べられていた譲渡損益調整資産に係る譲渡利益はＡ社に引き継がれる。 
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（３）次の①～④は、完全支配関係のある会社間での寄附金の取扱いの説明である。 

  ① Ａ社は上場会社であり、多数の株主に所有されている。Ａ社はＢ社及びＣ社の発行済株式

の全部を所有している。当期にＢ社はＣ社に 20,000 千円の現金を寄附した。この 20,000

千円について、Ｂ社においては全額損金不算入、Ｃ社においては全額益金不算入となる。 

  ② 個人ＸはＡ社の発行済株式の全部を所有しており、また、個人Ｘの子であるＹはＢ社の発

行済株式の全部を所有している。当期にＡ社はＢ社に 20,000千円の現金を寄附した。この

20,000千円について、Ａ社においては全額損金不算入、Ｂ社においては全額益金不算入と

なる。 

  ③ Ａ社は外国法人であるが、Ｂ社及びＣ社の発行済株式の全部を所有している。当期にＢ社

はＣ社に 20,000 千円の現金を寄附した。この 20,000 千円について、Ｂ社においては全額

損金不算入、Ｃ社においては全額益金不算入となる。 

  ④ Ａ社はＢ社及びＣ社の発行済株式の全部を所有しており、当期にＢ社からＣ社への寄附が

行われた。Ｂ社において全額損金不算入、Ｃ社において全額益金不算入の処理がなされた

場合、Ａ社においては、Ｂ社株式の帳簿価額を減額し、Ｃ社株式の帳簿価額を増額する。 

 

（４）次の①～④は、グループ通算制度を採用している場合の説明である。 

  ① 通算法人のうち１社でも中小法人等に該当しない会社がある場合には、各通算法人には法

人税の軽減税率は適用されない。 

② 通算法人の全てが中小法人等に該当する場合、法人税の軽減税率の対象となる年 800万円

は各通算法人の所得金額の比率で各通算法人に配分する。 

  ③ 通算法人の全てが中小法人等に該当する場合、各通算法人とも交際費等の年 800万円の定

額控除限度が適用される。 

  ④ 通算法人の所得金額の計算において、一般寄附金の損金算入限度額の計算は、他の通算法

人とは別に通算法人ごとに計算する。 

 

（５）Ａ社は通算親法人であるが、Ａ社は、当期に新設分社型分割（適格分割）により 100％子会

社であるＢ社を設立した。また、当期にＣ社株式を取得した。 

  ① Ａ社グループは前期からグループ通算制度を採用している。Ａ社のグループ通算制度開始

前から繰り越された欠損金があるが、その欠損金は特定欠損金として、Ａ社の所得からの

み控除される。 

  ② Ｂ社が当期に欠損金が生じた場合、その欠損金は非特定欠損金となり、他の通算法人の所

得と通算される。 

  ③ Ａ社は当期のＣ社株式取得の直前はＣ社の発行済株式の 70％を保有していたが、当期に

Ｃ社の発行済株式 30％を追加取得し、Ｃ社の全部の株式を保有することとなった。その場

合は、法人税法第 64 条の 12 第１項第３号に定める支配関係がある場合の適格合併の要件

と類似の要件を満たした場合、Ｃ社の有していた繰越欠損金は非特定欠損金として引き継

がれ、他の通算法人の所得と通算される。 

  ④ Ａ社は当期のＣ社株式取得の直前はＣ社の株式を保有していなかったが、当期にＣ社の発

行済株式全部を取得した。その場合は、法人税法第 64 条の 12 第１項第 4 号に定める共同

事業を行う場合の適格合併の要件と類似の要件を満たした場合、Ｂ社の有していた繰越欠

損金は特定欠損金として引き継がれ、Ｃ社の所得からのみ控除される。 
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問２ 次の[資料]に基づいて、以下の（１）及び（２）に答えなさい。 

[資料] 

・ 内国法人Ｐ社、S1社、S2社及び S3社は、Ｐ社を通算親法人としてグループ通算制度を採用し

ている。 

・ 当通算事業年度（令和７年４月１日～令和８年３月３１日）の各通算法人の資本金の額及び通

算前所得金額は次の表のとおりである（△はマイナスを意味する）。 

（単位：円） 

 Ｐ社 S1社 S2社 S3社 

資本金の額 300,000,000 50,000,000 30,000,000 10,000,000 

通算前所得金額 50,000,000 30,000,000 △40,000,000 20,000,000 

・ 当通算事業年度における法人税率は次の表のとおりである。 

区分 法人税率 

中小通算法人 

 

年 800万円以下の部分 15.0％ 

年 800万円超の部分 23.2％ 

中小通算法人に該当しない通算法人 23.2％ 

・ 地方法人税は考慮しなくてよい。 

・ 当通算事業年度の損益通算額に係る通算税効果額を精算することとし、精算はすべてＰ社経由

で行うものとする。 

・ 通算税効果額は、損益通算による損金算入額又は益金算入額に対して当通算グループに適用さ

れる法人税率を乗じた金額とする。 

 

（１）次の表は、当通算事業年度における各通算法人の所得及び税額の計算表である。損益通算

以下の所得及び税額の計算を行い、①から⑥の金額を答案用紙に記入しなさい。なお、損益通

算により損金算入額が生じる場合には、金額の前に△を付すこと。 

                                      （単位：円） 

 Ｐ社 S1 社 S2社 S3社 

通算前所得金額  50,000,000 30,000,000 △40,000,000 20,000,000 

損益通算    ①    ②    ③    ④ 

通算後所得金額              

法人税額    ⑤    ⑥      

 

（２）損益通算に係る通算税効果額の収受金額を決算上未収・未払計上する場合、S1社及び S2社

について、収受金額（「支払」あるいは「受取」を記入）及び所得計算（法人税申告書別表 4）

における申告調整について、解答用紙の指示に従い答えなさい。また、申告調整の欄には加算

留保、加算社外流出、減算留保、減算社外流出のいずれかを記入しなさい。 

 

 

以 上 


